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【№58】法人税申告書別表四の加減算項目中、消費税法上課税取引となるものについ

て、消費税及び地方消費税の申告書において調整を行っていますか。 

【№60】課税仕入れに係る消費税額が全額控除できず、資産に係る控除対象外消費税

額等を損金の額に算入している場合、法人税申告書別表十六(十)を添付しています

か。 

 また、課税売上割合が 80％未満である場合、繰延消費税額等の損金算入限度額の

計算をしていますか（資産に係る控除対象外消費税額等が棚卸資産及び特定課税仕入

れに係るもの並びに一の資産に係る金額が 20 万円未満である場合で、損金経理をし

たものを除きます。）。 

【№57】⑩欄及び㉑欄の金額について、消費税及び地方消費税のそれ

ぞれの金額の集計・配賦誤りや、中間申告 11回目分の記載漏れはあり

ませんか。 

【№59】㉖欄の金額は、貸借対照表と法人税申告書別表五(一)の未払

（未収）消費税額等の合計額と一致していますか（各月ごとに申告及

び納付している外国法人の場合、その合計額に決算月の前月分の納付

（還付）税額を調整した金額と一致していますか。）。 

【№48】①欄の金額は、付表２－１①のＤ欄、Ｅ欄（Ｘ欄に金額があ

る場合、付表２－２の各欄）又は２－３①のＡ欄、Ｂ欄の金額のそれ

ぞれ 1,000 円未満切捨て後の金額の合計額と一致していますか（⑤欄

又は付表２－１若しくは２－３⑬の各欄に記載がある場合、返還等対

価の額に相当する金額又は特定課税仕入れに係る支払対価の額が加

算されていますか。）。 


